【一般競争（総合評価）用】
本様式ご使用に当たっての留意点
１　本様式ファイルには申請に必要な全ての様式を次項より掲載していますので、不要な様式は削除してお使い下さい。
なお、様式の一部に記載例（赤字）が含まれていますので、記載例についても削除してお使い下さい。
２　申請書類について、本様式で定められていない図書等の様式は任意様式といたします。
３　申請書類に必要な様式は、様式１～13となっております。
なお、様式14～15は入札の際にお使い下さい。
４　申請書類を郵送される前には必ず｢競争参加資格確認申請書作成チェックシート｣「競争参加資格確認申請書、技術提案書提出時のチェックリスト（造林・生産用）」にて、作成書類を確認のうえ郵送頂きますようお願いいたします。
チェックリスト公開先
（近畿中国森林管理局HP内）
↓
http://www.rinya.maff.go.jp/kinki/apply/publicsale/nyusatu/yousiki/sinseisyo_seisanzourin26.html
近畿中国森林管理局　　

別紙様式 １
（用紙A4版）
	競争参加資格確認申請書
                                           　　　　　　　平成○○年○○月○○日
 　分任支出負担行為担当官
 　和歌山森林管理署長　井上　康之　殿
 　                         　　　 住　　　　所　〒○○○―○○○○
                                                    ○○県○○市○○○町○○番
                       　　　      商号又は名称　○○○株式会社
                                   代表者  氏名　代表取締役社長　○○  ○○　　印
　　平成２８年１２月　７日付けで入札公告のありました坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）に係る競争に参加する資格について、確認されたく下記の書類を添えて申請します。
　　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
                                         記
1　入札公告の記の2(2)に定める全省庁統一資格の資格確認通知書の写し
 　 2※入札公告の記の2(2)に定める林業労働力の確保の促進に関する法律第5条第1項
　　　に基づく都道府県知事の認定を受けている場合は認定書の写し
 　 3  入札公告の記の2(6)に定める同種事業の実績を記載した書面(様式2）
 　 4  入札公告の記の2(9)に定める配置予定の現場代理人の資格等を記載した書面(様
   　  式3）
 　 5　入札公告の記の2(10)に定める従事予定の技能者の資格等を記載した書面(様式4）
　　6　過去２年間の事業成績の評価点を記載した書面(様式5)
    7　上記3～6の内容を証明するための書面
　　　（注1　2※は、認定を受けている場合のみ）


	注1：
	用紙の大きさは日本工業規格Ａ列4版とする。

	2：
	競争参加資格の有無の通知及び技術提案の採否の通知の返信用封筒（長3号）2部を、宛先を明記の上、簡易書留料金分を加えた所定の料金（392円）の切手を貼って、申請書等及び資料と併せて提出して下さい。


１/○
別紙様式 ２
（用紙A4版）
同 種 事 業 の 実 績
　　　　                                     　　　　　　　　会社名：○○○株式会社
	統一資格番号　
項　　目
	

	事　業　名　称　等
	事業名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
（都道府県名・市町村名）
	

	
	契約金額
	

	
	履行期限
	平成○○年○月○日～平成○○年○月○日

	
	事業成績評定点
（該当の場合）
	

	
	受注形態等
（JVの場合の構成業者名及び出資比率）
	

	事業概要
	事業内容
（具体的な作業種等）
	

	
	事業の履行条件その他
	

	注1：
	事業の実績は、過去15年間（平成13年4月1日～平成28年3月31日）に、引き渡しが完了した同種事業実績（国有林野事業の発注以外の事業を含み、下請に係る実績も含む。）の中から、代表的なものを1件記載する。(国有林での同種事業の実績があれば国有林での実績を記入すること。)

	2：
	公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的項目を記載すること。

	3：
	統一資格番号欄は、全省庁統一資格の業者コードを記入すること。

	4：
	事業名称等、事業の概要等の各項目は、国有林野事業における実績の有無にかかわらず必ず記入すること。

	5：
	事業実績が複数以上を必要とする場合は、頁を追加して記載すること。

	6：
	同種事業の実績として記載した事項が確認できる資料として、契約書の写し（事業名、履行期限、発注機関、社印を有する部分及び事業内容が確認できる資料（設計図書等で設計条件が確認できる部分）。下請を 実績として記載した場合は、元請事業体とかわした契約書又は発注者が発出した下請承認書等の写し。）又は事業証明書（別紙様式 ２ 参考様式）を添付すること。

	7：
	記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について(平成20年3月31日付け19林国業第244号林野庁長官通知)」による事業成績評定を受けた事業である場合は、事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意すること。

	8：
	同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（様式3）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。

	9：
	本様式は競争参加資格の確認に使用する。用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4版とする。


○/○

（別紙様式 ２関係 参考様式）
事 業 証 明 書
平成○○年○○月○○日　　　
　○○○株式会社
  代表取締役社長　○○  ○○　殿
発注者　○○○○○○○長 　○ ○ ○ ○　　印
下記事業を実施し、完成したことを証明します。
１　事　業　名　　　　○○○○事業
２　場      所　　　　○○県○○市○○町　地内
３　請負代金額　　　　￥○○○,○○○,○○○－
４　履行期限　　　  　自　平成○○年○○月○○日
              　　　　至　平成○○年○○月○○日（完了）
５　事業の内容　　　　保育間伐（面積：○○ha）
６　現場代理人氏名　　○○　○○
　　平成○年○月○日～平成○年○月○日
	注：
	本様式は、競争参加資格確認申請書添付書類において、事業実績を証明する資料がない場合に、発注者による証明が必要となった場合の様式とする。

競争参加資格確認申請書添付の「同種事業の実績」(様式２）
技術提案書添付の「配置予定現場代理人の資格･経験」（様式７）


○/○

別紙様式 ３
（用紙A4版横）
配置予定現場代理人の資格・経験等
　　　　　　　　　　会社名：○○○株式会社
	                      　 氏　名
 　項目
	

	会　社　名
	
	
	

	事
業
の
経
験
の
概
要
	事　　業　　名
	
	
	

	
	発　注　機　関　名
	
	
	

	
	事業場所（都道府県・市町村名）
	
	
	

	
	事　業　内  容
	
	
	

	
	従　事　期　間
	平成　年　月　日～　年　月　日
	平成　年　月　日～　年　月　日
	平成　年　月　日～　年　月　日

	
	従事した職種・役職等
	作業班員、班長、職長、現場代理人等
	
	

	申請事業における配置予定の作業
（生産事業に限る）
	配置予定の作業を○印で囲むこと。　　　・搬出を伴う作業　　　・搬出を伴わない作業

	申請時における当該配置予定の現場代理人の他事業の従事状況

	事業名称
	  ○○○○○事業

	
	発注機関名
	  ○○県林業公社○○事務所

	
	履行期限
	  平成○年○月○日　～　平成○年○月○日

	
	従事役職名
	  現場代理人、班長、機械運転手等具体的に記載する

	
	本事業を落札した
場合の対応措置
	○○県林業公社の事業は○月○日が履行期限であり、別添の公社事業の事業計画書のとおり本事業着手前に完了することから、本事業に現場代理人として従事することは可能である。等具体的に記載する。


	注1：
	用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4版とすること。

	2：
	公告において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目（当該事業に則した項目）を記載すること。

	3：
	同種業務の経験等が確認できる資料として、契約書の写し(事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意のこと。)と履歴書又は経歴書（任意様式、技術提案提出者の押印、他社での経験の場合はその会社の証明書。）を添付すること。
なお、複数の現場代理人を予定する場合に、確認できる資料が同じとなるときは1部の添付（人数分の添付は不要）でよい。また、同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（様式3）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は １部でよい。

	4：
	配置予定現場代理人一人につき1枚とし、同種事業3ヶ年分を記載すること。（年間少なくとも1回以上従事し、かつ、通算で3年以上従事していることが判断できるように明記すること。なお、従事期間は連続する3年である必要はない。）

	5：
	共同事業体構成員としての事業実績を記載する場合は、当該共同事業体の出資比率が確認できる書面の写しを添付すること。

	6：
	配置予定現場代理人が申請時に従事している全ての事業の従事状況を記載し、本事業を落札した場合の対応措置を明確に記載すること。


○/○
(別紙様式 ３関係 参考様式）
履 歴 証 明 書
	氏　　　名
	○　○　○　○
	年齢
	　　　　　歳

	現　住　所
	

	職　　　　　歴

	 ○年○月
	 当社○○事業所に採用　主に造林事業に従事

	 ○○年○○月
	 生産事業に伐木造材、集材(林業架線作業主任者）として従事

	 ○△年○月
	 ○○森林管理署の造林請負事業に班長として従事

	 ○△年○○月
	 ○○県有林の立木販売の伐出(素材生産）に班長として従事

	
	

	
	

	
	

	
	

	平成○○年○○月○○日
     上記のとおり相違ありません。
氏名     ○○　○○ 　   ㊞　　


	平成○○年○○月○○日
     上記　○○○○の当社・当組合等における職歴に相違ないことを証明します。
○○○○組合　○○長　　○○　○○ 　　㊞



○/○

別紙様式 ４
（用紙A4版横）
従事予定の技能者の資格等（当該事業の実施に必要な資格等の保有者）
会社名：○○○株式会社
	氏　　名
	資格・受講の有無
	備　　考

	
	伐木等
(危険木)
特別教育
安衛則36条8号
	伐木等
(ﾁｪﾝｿｰ使用)
特別教育
安衛則36条8号の2
	刈払機

安全教育
安衛法59条3項
	車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
運転技能講習
	林業架線作業主任者
	はい作業主任者技能講習
	特別教育

（簡易）架線集材装置の運転業務
	特別教育

走行集材機械の運転業務
	特別教育

伐木等機械の運転業務


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	注1：
	作業内容に応じて法令上必要とされている資格等について記載すること。

	2：
	「資格・受講の有無」欄には、従事予定技能者が取得している資格・受講の有無について、該当欄に○印を記載すること。また、事業 の実施に際して必要な資格を持っている場合は、空欄にその資格を記載し、○印を記載すること。

	3：
	備考欄にはそれぞれの専門的技術についての取得年月日又は、受講年月日を記載すること。

	4：

5：

6：
	入札説明書の4(10)において必要とされる資格等がない場合は、「該当無し」と記載して提出すること。

林業機械の運転に従事する場合は、必要な特別教育の受講修了証を証明書類として添付すること。

架線集材装置とは、集材機集材、タワーヤーダー等とする。簡易架線集材装置とは、スイングヤーダー等とする。


○/○
別紙様式 ５
（用紙A4）
過去２年間（平成２６、２７年度）の事業成績
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：○○○株式会社
	№
	事　業　名
	発注
森林管理署等名
	完了年度
	成  績
評定点
	低入札価格調査の該当の有無

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	平均
	
	
	
	
	

	注1：
	国有林野事業における同種事業で、過去2年間（平成26年4月1日から平成28年3月31日）に完成・引き渡し、事業成績評定を受けた全ての事業成績評定結果を記載すること。（本店、支店、営業所の合計とする。該当の無い場合は「該当なし」と記入。）

	2：
	また、過去1年間（平成27年4月1日から平成28年3月31日）において調査基準価格を下回る価格で入札を行い、低入札価格調査を受けて落札した事業に該当する場合は「低入札価格調査の該当の有無」欄に「該当」と記載すること。

	3：
	記載した事業の事業成績評定通知書の写しを添付すること。

	4：
	同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（様式3）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。


○/○

別紙様式 ６
（用紙A4版）
平成○○年○○月○○日
分任支出負担行為担当官
和歌山森林管理署長　井上　康之　殿
                                        住所　　　〒○○○―○○○○
                                                    ○○県○○市○○○町○○番
                                   　　　　　　　 ○○○株式会社
                        　　　　　　　　代表者　　代表取締役社長　○○  ○○　印                                           　   
技術提案書の提出について
　平成２８年１２月　７日付けで入札公告のありました坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）の受注を希望したいので、下記の技術提案書を提出いたします。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び技術提案書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
記
	１
	同種事業の実績　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	（様式2）

	２
	事業の成績及び低入札価格調査対象事業の有無　　・・・・・・・
	（様式5）

	３
	配置予定現場代理人の資格・経験　　・・・・・・・・・・・・・
	（様式7）

	４
	配置予定作業員の雇用形態　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	（様式8）

	５
	配置予定の現場代理人又は技能者の路網整備に係る研修の受講状況・・・
	（様式9－1）

	６
	企業の実績・地域貢献・安全管理等の状況　　・・・・・・・・・
	（様式9－2）

	７
	安全管理の工夫と対策　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	（様式10）

	８
	事業計画の工程管理　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	（様式11）

	９
	事業上の課題に係わる技術的所見　　・・・・・・・・・・・・・
	（様式12）

	10
	品質の確認方法及び管理方法に対する技術的所見　　・・・・・・
	（様式13）


　　＊　1に係る契約書等の写し
　　＊　3、5、6に係る資格者証の写し、経験を証明する資料及びその外の証明資料
　　　連絡先
　　　担当者名　：　○○　○○
　　　部　　署  ：　○○○（株）　○○部○○課
　　　電話番号　：　（代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］
［１/○］

別紙様式２
（用紙A4版）
同 種 事 業 の 実 績
会社名：○○○株式会社
	統一資格番号　
項　　目
	

	事　業　名　称　等
	事業名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
（都道府県名・市町村名）
	

	
	契約金額
	

	
	履行期限
	平成○○年○月○日～平成○○年○月○日

	
	事業成績評定点
（該当の場合）
	

	
	受注形態等
（JVの場合の構成業者名及び出資比率）
	

	事業概要
	事業内容
（具体的な作業種等）
	

	
	事業の履行条件その他
	


	注1：
	事業の実績は、過去15年間（平成13年4月1日～平成28年3月31日）に、引き渡しが完了した同種事業実績（国有林野事業の発注以外の事業を含み、下請に係る実績も含む。）の中から、代表的なものを1件記載する。(国有林での同種事業の実績があれば国有林での実績を記入すること。)

	2：
	公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的項目を記載すること。

	3：
	統一資格番号欄は、全省庁統一資格の業者コードを記入すること。

	4：
	事業名称等、事業の概要等の各項目は、国有林野事業における実績の有無にかかわらず必ず記入すること。

	5：
	事業実績が複数以上を必要とする場合は、頁を追加して記載すること。

	6：
	同種事業の実績として記載した事項が確認できる資料として、契約書の写し（事業名、履行期限、発注機関、社印を有する部分及び事業内容が確認できる資料（設計図書等で設計条件が確認できる部分）。下請を 実績として記載した場合は、元請事業体とかわした契約書又は発注者が発出した下請承認書等の写し。）又は事業証明書（別紙様式 ２ 参考様式）を添付すること。

	7：
	記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について(平成20年3月31日付け19林国業第244号林野庁長官通知)」による事業成績評定を受けた事業である場合は、事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意すること。

	8：
	同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（様式3）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。

	9：
	本様式は競争参加資格の確認に使用する。用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4版とする。


［○/○］

別紙様式 ５
（用紙A4）
過去２年間（平成２６、２７年度）の事業成績
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：○○○株式会社
	№
	事　業　名
	発注
森林管理署等名
	完了年度
	成  績
評定点
	低入札価格調査の該当の有無

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	平均
	
	
	
	
	

	注1：
	国有林野事業における同種事業で、過去2年間（平成26年4月1日から平成28年3月31日）に完成・引き渡し、事業成績評定を受けた全ての事業成績評定結果を記載すること。（本店、支店、営業所の合計とする。該当の無い場合は「該当なし」と記入。）

	2：
	また、過去1年間（平成27年4月1日から平成28年3月31日）において調査基準価格を下回る価格で入札を行い、低入札価格調査を受けて落札した事業に該当する場合は「低入札価格調査の該当の有無」欄に「該当」と記載すること。

	3：
	記載した事業の事業成績評定通知書の写しを添付すること。

	4：
	同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（様式3）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。


［○/○］
別紙様式 ７
　　　　（用紙A4版）
配置予定現場代理人の資格・経験
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
　　会社名：○○○株式会社                                                    
	氏　　　　　名  　　　　 
	○○　○○

	生　年　月　日
	　昭和○○年○○月○○日

	最　終　学　歴
	○○大(高・中）学　　○○科　　○○年卒業

	保有する資格
	林業技士、技術士（補）、
作業士等（修得年月日、部門及び選択科目）

	造林又は生産事業に関する実務経験年数
	（平・昭）○○年から○○事業に○○年間

添付の履歴証明のとおり従事

	継続教育（ＣＰＤ）への
取り組み
	・取得ポイントがある     ・取得ポイントがない
※上記のどちらかを○で囲む

	経験の概要
	事業名称
	○○○○○○事業　・　無

	
	発注機関名
	

	
	事業場所
	○○県○○市○○町○○国有林

	
	契約金額
	○○○,○○○,○○○円　

	
	履行期限
	自　平成○年○月○日　～　至　平成○年○月○日　

	
	受注形態等
	単体　／　○○・○○ＪＶ（自社出資比率○○％）

	
	JVの場合
構成者名等
	○○林業（株）、△△林業（株）

	
	従事役職
	優先1現場代理人  ・　作業班長　・　○○○

	
	事業内容
	作業種
(規模等）
	例 ・素材生産(○ｈａ）、（○○m3）内容(規模等)

	申請事業における配置予定の作業（生産事業に限る）
	配置予定の作業を○印で囲むこと。
・搬出を伴う作業　　　　・搬出を伴わない作業

	注
	本様式は配置予定現場代理人の技術者としての保有資格、経験等を確認することから、

	1 
	保有する資格欄には、当該配置予定現場代理人が保有する資格（技術士（補）、林業技士、及び府県等が認定する作業士等）を記載し、資格証の写しを添付すること。（注：労働安全衛生法による免許・講習修了資格は該当しない。）

	2 
	造林又は生産事業に関する実務経験年数欄は、造林・生産事業の実務経験年数（造林又は素材生産の事業の実行に関し10年以上の経験があれば10年以上の、なければ現在までの経験、他社での経験も可。）を記載し、それを証明できる履歴証明書（任意様式、技術提案提出者の押印,他社での経験の場合はその会社の証明書。）を添付すること。

	3 
	経験の概要欄には、過去15年間（平成13年4月1日から平成28年3月31日）に当該配置予定現場代理人が従事した代表的な同種事業（優先順位：1、現場代理人として経験した事業、2、1以外で経験した事業）を記載し、事業内容を証明できる当該事業発注者が作成した契約書の写し等、事業内容が確認できる資料を添付すること。（事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写し等の添付は省略できる。評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意のこと。）なお、複数の現場代理人を予定する場合に、確認できる資料が同じとなるときは1部の添付（人数分の添付は不要）でよい。

	4 
	様式5に記載した事業で添付された事業成績評定通知書の写しで現場代理人としての経験が確認できる場合は資料の添付は不要。事業評定通知書で確認できない場合は発注者に提出している現場代理人の届出書の写し等添付すること。

	5 
	本様式は配置予定現場代理人毎に別様で作成すること。

	6 
	継続教育（ＣＰＤ）への取り組みについて、確認出来る資料（実施記録証明）（ＣＰＤ）運営機関発行））の写しを添付すること。

	7 
	同種事業の実績（様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（様式7）及び過去２年間の事業成績（様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は １部でよい。


［○/○］

別紙様式 ８
（用紙A4版）
配置予定作業員の雇用形態
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○株式会社
	No
	作業員氏名
	直雇・下請別
	常用・臨時別
	適・否
	備　考

	1
	○○ 　○○
	直接雇用者
	常用
	適
	

	2
	○○ 　○○
	直接雇用者
	臨時
	
	

	3
	○○ 　○○
	下請の雇用者
	
	
	

	4
	○○ 　○○
	直接雇用者
	常用
	適
	

	5
	○○ 　○○
	直接雇用者
	常用
	適
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	

	合計
	5
	
	
	3
	3÷5＝60％

	注1：
	事業対象個所に配置される全ての作業員の雇用状況を記載する。

	2：
	直雇・下請別には、直接雇用者の又は下請企業等の雇用者の別を記載し、常用・臨時雇用者別欄には、直接雇用者に限り常用又は臨時の別を記載する。なお、事業協同組合については、当該事業協同組合が直接雇用した者を直接雇用者とし、組合員が直接雇用した者については、下請企業の雇用者として取り扱うこと。

	3：
	現場従事者（作業員）のうち、直接雇用で、かつ常用雇用者には、適否欄に「適」と記入する。

	4：
	備考欄には、当該作業員について特に記述すべきことがあれば記載する。また、備考欄の合計には「適とする作業員数」を「合計作業員数」除した割合（％）を記載する。

	5：
	記入欄は作業員数に応じて適宜追加すること。


［○/○］
別紙様式９－１
（用紙A4版）
配置予定の現場代理人又は技能者
の路網整備に係る研修の受講状況
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
会社名：○○○株式会社
	受講者氏名
	研修の名称

	
	低コスト作業路
企画者養成研修
	低コスト作業路技術者養成研修
	路網作設オペ
レーター研修
(指導者研修上級)
	路網作設オペ
レーター研修
(指導者研修中級)
	路網作設オペ
レーター
初級研修
	その他地方自治体又は大学等による｢低コスト作業システム研修｣等
国、地方自治体又は大学等による｢低コスト造林｣等の検討会等



	○○ ○○
	H20.6.5
	
	H22.6.4
	
	
	

	×× ××
	
	
	
	
	H22.9.3
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	注1：
	配置予定の現場代理人又は配置予定技能者の研修の受講状況を記載する。

	2：
	研修受講者ごとに、受講した研修欄に研修修了年月日を記載すること。

	3：
	修了証書の写しを添付すること。修了証書がない場合は研修の受講状況を確認できる研修資料（名称、主催者、カリキュラム等研修内容がわかるもの）を添付すること。

	4：
	「低コスト作業路企画者養成研修」及び「低コスト作業路技術者養成研修」とは、林業機械化センター実施する都道府県及び関係団体向け研修である。

	5：
6：
7：
	「路網作設オペレーター研修」とは、林野庁の助成を受け、（社）フォレスト・サーベイが実施する林業事業体向け研修であり、指導者研修上級、指導者研修中級、初級研修からなる。
地方自治体又は大学等による｢低コスト作業システム研修｣等とは、府県、市町村又は大学等が実施した｢低コスト作業システム研修｣等である。
国又は地方自治体又は大学等による｢低コスト造林｣等とは、国、府県、市町村又は大学等が実施した検討会等で、参加し他者全員を記入。



［○/○］
別紙様式 ９－２
（用紙A4版）
企業の実績・地域貢献・安全管理等の状況
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
会社名：○○○株式会社
	項　　目
	具　体　的　な　項　目
	有無

	1　企業の事業実績
	
	

	1 事業実行に関する表彰実績
　（過去10年間）
2 一括発注等の事業成績点


	1 平成18年4月1日から平成28年3月31日までの間の事業実行に関する表彰実績
（表彰状の写しを添付する。）
2 一括発注あるいは民間競争における過去5年間の事業成績評定点の平均点（事業成績評定通知書の写しを添付）


	有・無
(   )点



	3 　本店、支店又は営業所

	②　和歌山県内での本店、支店又は営業所
　　所在の有無
有の場合本店の住所：　　　　　　　　　　　　　
支店所在地営業所の住所：　　　　　　　　　　　
	有・無


	2　地域への貢献
	該当がある場合は、その内容を証明できる資料を添付すること。
	

	①　災害害協定の有無
	①　(現在の状況）（発注署が所在する府県内の実績とする）
	有・無

	
	
	

	②　国土緑化活動等に関する取組（過去2年間）
	②　平成26年4月1日から平成28年3月31日までの間の取組
（近畿中国森林管理局管内の実績とする）
	有・無


	③　森林､林業に関するボランティア活動の実績の有　無（過去2年間）
	4 　平成26年4月1日から平成28年3月31日までの間の取組
（発注署が所在する府県内の実績とする）

	有・無


	④　有害鳥獣対策への協力
　　（過去1年間）
	④　　平成27年4月1日から平成28年3月31日までの間の取組
（近畿中国森林管理局管内の実績とする）
	有・無


	3　企業の信頼性
	
	

	①　作業員の雇用形態
	①　事業に従事する作業員の過半数が直接雇用かつ常用雇用者である。
	適・否

	②　労働福祉の状況
	②　退職金共済機構と作業員全員について締結している。
	適・否

	③　安全対策
（過去1年間）
	3 　平成27年4月1日から平成28年3月31日までの間の休業4日以上の労働災害の有無
	有・無


	④　不誠実な行為
（過去2年間）
	4 　平成26年4月1日から平成28年3月31日までの間に指名停止の処分又は文書による指導・注意を受けたことの有無
	有・無


	注1：
	「2地域への貢献」の①～④の実績が有の場合は、証明できる（協定書、表彰状、感謝状、活動証明、新聞記事等の）写しを添付すること。

	2：
	「3企業の信頼性」の②については、配置予定作業員の内、直接雇用者全員分の退職金共済書の写し（加入者名が確認出来る部分)を添付すること。


[○/○]
別紙様式１０
（用紙A4版）
安全管理への工夫と対策
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
                                      会社名：○○○株式会社
　※下記の□のいずれかにチェック　■（☑）すること。
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に基づき実施します。
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加を希望しません。
□　標記については、標準案に基づき実施します。
	項　　目
	具体的な実施方法等

	
	


	注
	参考図書を添付する場合は、別に2枚程度にまとめること。


[○/○]
別紙様式１１
                                                                     　                                            （用紙A4版横）
事 業 計 画 の 工 程 管 理
	工　　　 程　　   表
                                                                                            事業名：　坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）
                                                                                            会社名：　○○○株式会社

	
	作　業　工　程
	単位
	数 量
	     月
	     月
	     月
	     月
	     月
	     月
	     月
	     月
	備　　　考
	

	
	
	
	
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	 10  20
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	計画事業期間      日間
自：平成　　年　　月　　日
至：平成　　年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	注）作業工程は閲覧図書の事業内訳書（作業工程別数量内訳書）により作成する。
■ 事業期間の設定、工程管理に係わる工夫等技術的所見（1枚で記載しきれない場合は頁を追加））
  ①　･･････････････････　　
  ②　････････････････････　　
  　　　
  　　　


[○/○]

別紙様式１２
（用紙A4版）
事業上の課題に係わる技術的所見
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
                                      会社名：○○○株式会社
　※下記の□のいずれかにチェック　■（☑）すること。　
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に基づき実施します。
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加を希望しません。
□　標記については、標準案に基づき実施します。
	· 事業上の課題
	「植付作業を効率的に行うための皆伐作業の工夫」の技術的所見について


	項　　目
	具体的な対策方法（提案）

	
	


	注
	参考図書を添付する場合は、別に2枚程度にまとめること。


[○/○]
別紙様式１３
（用紙A4版）
品質の確認方法及び管理方法に対する技術的所見
（　事業名：坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）　）
会社名：○○○株式会社
 　                                   
　※下記の□のいずれかにチェック　■（☑）すること。
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、標準案に基づき実施します。
□　標記の技術提案については以下のとおり提案します。なお、認められない場合には、入札参加を希望しません。
□　標記については、標準案に基づき実施します。
	◆　課　題
	「市場の要求を把握した有利採材の工夫」の技術的所見について


	項　　目
	具体的な提案内容

	
	


	注
	参考図書を添付する場合は、別に2枚程度にまとめること。


[○/○]
別紙様式１４
（用紙A4版）
事 業 費 内 訳 書
分任支出負担行為担当官
和歌山森林管理署長　井上　康之　殿
                                        会社名　　　○○○株式会社
                             　　　　　 代表者氏名　代表取締役社長　○○  ○○　　印
平成２９年　１月２５日入札の坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）の事業費内訳書を提出します。
	工程・作業種等
	数量
	単位
	単　価
(円)
	金　額
(円)
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	諸経費等
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	注1：
	作業種等には、地拵、植付、下刈、つる切、除伐、伐倒、集造材、運材、森林作業道作設、トラック運搬材料費等を記載する。

	2：
	数量は、事業内訳書等の事業量を記載する。

	3：
	合計金額は、入札書に記載される入札金額に対応したものとする。


別紙様式１５
（用紙A4版）
入　　札　　書
 事　業　名    坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	入札金額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  ただし、上記金額は、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額であるので、契約金額は上記金額に上記金額の８％を加算した金額となること及び入札者注意書、契約条項、仕様書、その他関係事項一切を承知のうえ入札します。　 　 
　　平成○○年○○月○○日
      分任支出負担行為担当官　　　
      和歌山森林管理署長　井上　康之　殿
  　　   　 入札者住所　　　　〒○○○―○○○○
                              　○○県○○市○○○町○○番
                       　　　 ○○○株式会社
            氏　　　名          代表取締役社長　　○○  ○○　　印
            代理人住所　　　　〒○○○―○○○○
                              　○○県○○市○○○町○○番
　　　　　　　　　　　　　　　○○○株式会社
　　　　　　氏　　　名　　　　　○○課長　　　　　○○  ○○　　印
 (別紙様式１５関係 参考様式）
委　任　状
平成　　年　　月　　日
　分任支出負担行為担当官
和歌山森林管理署長　井上　康之　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委任者住所　〒◯◯◯―○○○○
○○県○○市○○○町○○番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　代表取締役社長　　○○  ○○　　印                        
　私は、都合により○○　○○を代理人と定め、下記の入札に関する一切の権限を委任します。
記
　１　事業名　　　　　　　　　　坂泰山国有林森林整備事業（間伐・伐採系・造林）
　２　代理人使用印鑑
	


